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共産 志位委員長 解散・総選挙に追い込む考え強調
NHK7月20日 4時17分 
[image: image1.jpg]



共産党の創立９５周年を記念する講演会が１９日夜、東京都内で開かれ、志位委員長は先の東京都議会議員選挙で安倍政権にレッドカードが突きつけられたとして、衆議院の解散・総選挙に追い込んでいく考えを強調しました。
この中で志位委員長は、先の東京都議会議員選挙について「安倍政権にレッドカードをはっきり突きつけた。国政の私物化を恥と思わず、憲法を平気で壊し、異論や反論を敵視する傲慢な政治をこのまま続けさせるわけには断じていかない」と述べました。そのうえで志位氏は「速やかに衆議院の解散・総選挙を行うことを強く求め、野党と市民の共闘を必ず成功させて、安倍政権を倒し、国民の声が生きる新しい政治を作ろう」と述べ、衆議院の解散・総選挙に追い込んでいく考えを強調しました。
また不破哲三前議長は「市民と野党の共闘は、戦後政治の歴史を画する壮挙だ。さまざまな困難があっても、日本の政治に新しい段階と展望を切り開く力を持つことは、すでに立証された現実だ」と述べました。
「安倍政治打倒に全力」＝共産・不破前議長が講演


共産党創立９５周年記念講演会で講演する不破哲三前議長＝１９日午後、東京都中野区
　共産党は１９日、創立９５周年を記念した講演会を東京都内で開いた。登壇した不破哲三前議長は次期衆院選に向けて野党共闘を進める方針を示し、「安倍政治の打倒、日本の政治の転換という大目標の実現のために全力を尽くそう」と訴えた。
　不破氏は安倍政権について「矛盾と危機を深めつつある。危機の根源は専制独裁という安倍ウルトラ右翼政権の体質そのものにある。内閣改造などの小細工では抜け出すことは不可能だ」と批判。自衛隊解消や日米安全保障条約廃棄を目指す党綱領を「有力な道しるべ」として堅持する考えも表明した。
　不破氏は「一つの政党が同じ名前で９５年活動したことは日本の政治史にかつてなかった」と強調。先の東京都議選で改選前を２議席上回る１９議席を獲得したことを挙げ、「この勝利の中で９５周年を迎えたことを共に喜びたい」と述べた。（時事通信2017/07/19-20:29）
産経新聞2017.7.19 23:21更新 
共産・不破哲三前議長、１年ぶりに公の場に　「ウルトラ右翼の潮流で国政私物化」と怪気炎
　共産党の理論的支柱である不破哲三前議長（８７）は１９日、東京都中野区で開かれた党創立９５周年の記念式典で演説し、「安倍晋三政権下で国政全体が『ウルトラ右翼』の潮流によって私物化されている」と述べ、政権の打倒と野党共闘の推進を呼びかけた。共産党が東京都議選で勝利した勢いも背に「自衛隊の解消」を掲げる党綱領の維持も求めた。党として綱領を変えない姿勢が顕在化し、民進党との選挙協力にどう影響するかが課題となる。
　不破氏は、今年１月の党大会で最高幹部の常任幹部会委員にとどまり、今も党の政策決定に影響力を誇っている。演説に立つのは昨年７月の参院選での街頭演説以来約１年ぶり。１９日はしっかりした足取りで壇上を歩き、独特のハキハキした口調で聴衆を沸かした。
　不破氏は、安倍内閣の支持率下落について「危機の根源は専制独裁の体質そのもので内閣改造などで抜け出すことは不可能だ」と断じた。「都議選での無残な敗北は、自民党政治が没落の段階に入ったことを示す末期現象だ」とも語った。
　一方、綱領については「自民党政治に代わる新しい展望と大きな構想を示している。国内的にも国際的にも試されるときを迎えた」と述べ、堅持する構えを示した。
　民進党には共産党アレルギーがある中、共産党関係者は「不破氏の了解がなければ綱領は変えられない」と語る。綱領の維持は野党の共通公約作りなどで足かせになりかねない。（水内茂幸）
産経新聞2017.7.20 01:00更新 
【不破哲三・共産党前議長講演概要（１）】「共産党は絶対主義的天皇制の弾圧と戦ってきた」

日本共産党の不破哲三前議長＝７月１９日、東京都中野区（桐原正道撮影）
　共産党の理論的支柱である不破哲三前議長（８７）が１９日、東京都中野区で開かれた党創立９５周年の記念式典で講演し、「安倍晋三政権下で国政全体が『ウルトラ右翼』の潮流によって私物化されている」と述べ、政権の打倒と野党共闘の推進を呼びかけた。不破氏の講演の概要は次の通り。
◇
　不破哲三です。日本共産党創立９５周年のこの集まりに、たくさんの方がおいでいただいて本当にありがとうございます。このように一つの政党が同じ名前で９５年という長く活動してきたことは日本の政治史にかつてなかったことだ。自ら歴史を開く開拓者の精神で取り組んだ多くの先輩たちの活動が刻まれている。
　先の都議選で全国が一つになって戦って、１９議席という貴重な議席を勝ち取った。この勝利の中で党創立９５周年を迎えたことを、ともに喜びたいと思う。今日はこの記念の日に私なりの経験を振り返りながら、日本共産党の歴史を語りたいと思う。中でも、今年の党大会の決議が結びの部分で強調した、歴史が決着を付けた３つの戦いに焦点を当ててお話をしたいと思う。
　まず第一は、戦前の暗黒政治との戦いだ。１９４５年８月１５日、私は敗戦の瞬間まで典型的な軍国少年だった。動員先の工場の屋上で敗戦を聞いた。実はその前の日に「明日は敗戦だぞ」という噂が工場に流れてきて、「そんなことはあるはずがない」と友人と論争したばかりだった。
　本当に小学校時代、教育勅語と軍人勅諭でたたき込まれて育った軍国少年だった。教育勅語というのは幼稚園で大声で合唱するような軽々しいものではなかった。どこの小学校にも小型の神社風のご本殿というものが建てられ、そこにいつもは教育勅語がまつられている。祝日など学校の節目の集会があると、校長が恭しくそこから取り出してきて、私たちの集まった講堂で、厳かに一語一語重々しく読み上げる。生徒はそれを身動きせずに頭を垂れて聞く。せきをすることも、つばを飲むこともできない空気だった。学校生活で最も厳粛な時間だった。
　６年間それを節目ごとに繰り返すわけだから、暗唱させられなくても一字一句が頭に刻み込まれた。内容は、臣民、つまり天皇の家来である国民ということで、当時の憲法には国民という言葉はなかった。全部臣民だ。その臣民に下した天皇の道徳についての命令書だ。「朕思フニ」で始まるが、朕とは天皇が自分を指した代名詞。そこで始まり、この国は天皇の祖先が起こしたもので、国民の道徳もそのとき定めたものだ、だからそれを守らなければいけないぞ。そういうことを命令した文章だ。
　だから汝臣民という言葉で始まる。絶対に背いてはならない。この前書きの後に道徳の項目が続くが、最後の大項目が「一旦緩急アレハ義勇公ニ奉シ」「天壤無窮ノ皇運ヲ扶翼スヘシ」。難しい文章だが、子供ながらに、要するに戦争になったら天皇家の存続のために命をささげろ。こういうことだなと誰にも分かった。
　中学に入ると、今度は教練という軍事教育が正規の科目になる。各学校に軍人が配属されていて、毎週何回か軍事教練を受ける。そのときに今度は、軍人勅諭というものを暗唱させられた。これもわが国の軍隊は「我國の軍隊は世々天皇の統率し給ふ所にそある」。軍隊というのは天皇の軍隊なのだ。途中で武家に取られたが、それは明治維新で取り返した、これが今の日本の姿だ、軍隊の姿だ。
　こういう歴史の解説から始まって、天皇の地位こそが軍人の本分だと説明した後で「只々一途に己か本分の忠節を守り義は山嶽よりも重く死は鴻毛よりも輕しと覺悟せよ」。鴻毛とは鳥の羽。天皇への忠義は大きな山よりも重いが、そのために犠牲にする身は鳥の羽のように軽い。そのつもりで軍隊の仕事をせよ。これで締めくくる。これが軍人勅諭だ。それが中学ではたたき込まれる。これが日本全土が焼け野原になっても、神国日本の勝利を疑わない軍国少年を育て上げたわけだ。
　敗戦でその価値観が覆された。にわかに新聞の紙面にも「民主主義」という耳慣れない言葉や、戦争の反省などが顔を出すようになった。しかし、その言葉にはなかなか実感が感じられなかった。しかし、その中で敗戦２カ月後に社会全体を驚かせた出来事が起こった。治安維持法が連合軍の命令で廃止され、日本共産党が初めて日本の国民の前に公然と姿を現したのだ。あの時代に主権在民などの旗を断固として掲げ、民主主義の日本のために命をかけて戦った人々の伝統があった。このことを初めて知ったことは、私が少年ながらに受けた最大の衝撃だった。
　戦前のマルクス関係の本に飛びついて、共産党とその思想、理論の勉強を夢中で始めた。１９４６年４月に最初の総選挙があり、５月から憲法議会が開会されたが、そこでも最初から国民主権を明記せよと主張したのは日本共産党だけだった。こういう状況を見ながら私は入党した。１９４７年１月、あとわずかで１７歳の誕生日を迎えるときだった。今年でちょうど入党７０年になる。
　戦前の日本共産党の戦いの歴史は、日本のどの党も持ち得ないものだった。そこには日本共産党が自由と民主主義、平和を断固として守る党であることを実証する不滅の歴史的な記録が刻まれている。今日はその活動を考えてみたい。
　第一は、それが絶対主義的天皇制という軍国主義的な独裁政治の最も凶暴な弾圧に対しての戦いであったことだ。相手側の最大の武器は、先ほど廃止されたといった治安維持法だった。この弾圧は１９２５年に制定されてから１９４５年に廃止されるまで２０年間、日本社会で本当に猛威を振るった。この弾圧による逮捕者は数十万人を数え、投獄された者は５千人を超えるとされるが、日本社会に与えた重圧と残酷さは、これらの数字だけで表現できるものではない。
　党幹部や著名な活動家、小林多喜二らのように、最初から殺人を目的とした拷問で虐殺された。獄死者も党の中央幹部の野呂栄太郎ら５００人を超えた。日本共産党の弾圧はヒトラーに先立つもので、当時でもほとんど他に例を見ない最も凶悪で苛烈なものだった。私はこの機会に、この過酷な条件のもとで国民主権の民主主義と侵略戦争反対の平和などを勇敢に掲げ、戦いの中で生涯を終えた多くの先輩、同志に対して心からの敬意と感謝の言葉をささげたいと思う。
　第二は、日本共産党のこの戦いを底流にして、新しい社会を目指す新しい文化の運動が花開き、戦後の私たちに大きな遺産を残したことだ。治安維持法の支配のもとでも戦前の日本では、学問の分野でマルクス主義の理論が大きな力を持つようになり、さらに文学、演劇、映画、音楽、美術など多くの分野にわたって、当時プロレタリア文化と呼ばれた新しい活動が社会全体に大きな影響を及ぼした。小林多喜二や宮本百合子の作品も、中央公論などといった当時一流の総合雑誌が競争で掲載したのだ。
　野呂栄太郎が中心となって、党の綱領的立場から日本社会の歴史、現状、展望を分析する講座を計画したときには、大学に籍を置く研究者を含めて多くの人々が結集し、１９３２年から３３年にかけて日本資本主義発達史講座を全７巻、岩波書店から刊行し、大きな影響を与えた。
　また、マルクスの理論そのものの研究という点でも、ソ連でさえマルクス・エンゲルス全集の刊行が、最初の段階で最初の部分だけで中断していたときに、マルクス・エンゲルス全集の全３２冊、資本論を含めると３７冊になったが、これは世界で初めて日本で刊行された。このことも、この時代の特筆すべき成果だった。それは多くの研究者がマルクス・エンゲルスの文献もヨーロッパ方面で収集しながら刊行したもので、科学的社会史の研究への大きな貢献になった。
　治安維持法体制のもとで、それに抗して発展したプロレタリア文化は、その諸成果は戦前の暗黒時代のもとで未来を開く明るい灯火となった。厳しい情勢の中での活動だったが、そこに戦後に残した貴重な文化的、理論的遺産があったことを私は強調したいと思う。
産経新聞2017.7.20 01:19更新 
【不破哲三・共産党前議長講演概要（２）】「ソ連、中国の２大覇権主義との闘争は共産党の偉大な闘争だった」

過去の新聞「アカハタ」を手に講演する日本共産党の不破哲三前議長＝１９日午後、東京都中野区（桐原正道撮影） 
　続いて、戦後の党の歴史だが、まず第二の戦い、６０年代、７０年代を中心としたソ連と中国、この２つの覇権主義との闘いについて述べたいと思う。
　私が入党して３年後の１９５０年。スターリンの日本への干渉が始まり、それに占領軍の弾圧が加わって日本共産党はいわゆる「５０年問題」と呼ばれる分裂と混乱の苦難な状態となった。５０年代半ばに、この混乱から抜け出して、党の党勢を回復したとき、党は自分の方針は自分で決め、外国のどんな党の干渉も許さないという自主独立の原則を確立した。この原則がその後の党のすべての活動となる基本原則となったのだ。
　その後、ソ連と中国の間の論争があったために、１９６０年１２月、この論争を解決し、国際的な共通の労働戦線を確立するために、共産党・労働者党の国際会議が開かれることになった。これは第二次世界大戦後、最初の国際会議であり、結局は最後のこの種の会議となった。当時、社会運動は世界でかなり大きな力を持ち、その中ではソ連がスターリン時代以来の圧倒的な支配力を持っていた。国際会議には８０カ国の党が集まったが、その中で事実上ソ連の支配下にあった党が７６。圧倒的多数だった。
　特に資本主義世界で活動している６９の党のうちでは、自主独立の立場を取った共産党は日本共産党だけだった。予備会議が１０月に開かれ、宮本顕治同志を団長とする代表団は、ソ連共産党が中心となって用意した２案に対して８０項目を超える修正案を提出した。そこで高度に発達した資本主義国での革命、あるいは共産党間の関係を階級平等性、自主独立の原則など多くの重要な提起を行い、間違った主張に対しては断固とした論戦を展開した。
　資本主義国の中でも、当時イタリア、フランスの党は議会でも多くの議席を持つ党だったが、それらが皆、論戦ではソ連の側に回った。その中で、そのとき衆院で１議席しかなかった日本共産党が一歩も引かずに正論を主張する。この毅然とした態度は会議では、ひときわ異彩を放った。こういう自主独立の党の存在は許さない。このことが、その後起こった２つの覇権主義による干渉攻撃の共通の背景となり、動機となったのだと思う。
　ソ連はこの会義の直後から、日本の党指導部内に内通者を作る活動を始め、工作を始め、日本共産党打倒作戦をやり始めた。それが表に出てソ連の干渉攻撃との全面的な闘争が始まったのが１９６４年だ。１９６６年からは、中国の毛沢東派から同様の攻撃が開始された。あえてここで毛沢東派というのは、当時の中国共産党が、毛沢東一派がいわゆる文化大革命を起こし、旧来の指導部の主要部分を追放弾圧し、党を乗っ取った状態にあったからだ。
　日本共産党に対するこの２つの勢力の攻撃は、手段を選ばない実に厳しいものだった。彼らは毛沢東思想を旗印に対外的な干渉活動を世界で手広く行ったが、人の国の共産党を主要な敵だと位置づけて、敵の一つと位置づけて攻撃したのは日本共産党に対してだけだった。どちらも海を越えての攻撃だけではなかった。内通者を動員して全国に偽共産党の組織をつくり、日本共産党に取って代わる目的をもった干渉で、当時でも前例のない、まさに無法な攻撃だった。
　このときの干渉と闘争の経過は別の文献に譲りたいと思うが、今日特に説明をしたいのが、この闘争をめぐる当時の状況の特徴だ。一つはこの攻撃が全党にとっては不意打ちだったということだ。日本共産党は、６０年以前はソ連共産党との論争や干渉攻撃への批判は運動内部の問題として国際的ルールを守って、公表しないでいた。こちらからは公表しないできた。だから６４年に始まった干渉攻撃は、全くの不意打ちで突然始まったものだった。私自身、６４年３月、労働組合の活動から党本部に移ったときに、６０年来のソ連との論争の経過や、ソ連大使館を拠点とした徹底した日本国内への干渉攻撃の実情を初めて知った。
　ところが、ソ連から日本共産党への全面的な非難攻撃の書簡、手紙が寄せられた。続いて５月には党幹部で国会議員にいた違う人らが追及して、反対運動の旗揚げをする。こうしてソ連共産党との公然の論戦が始まった。８月末、私たちはソ連の攻撃書簡に全面的に反対して、数年来の干渉攻撃への具体的な告発をソ連に送った。これは赤旗に発表したが、どんな問題だったか紹介するために、コピーをここに持ってきた。ちょっと見にくいと思うが、赤旗の１面から始まる。ある程度、手紙だから、途中、章の区切りはあっても、内容を示す中見出しは何もない。それが８ページも続く。
　当時赤旗は８ぺージ立てだったから、全部で１０ページと３分の１位になった。１２ページ立てにしたが、もうその辺のニュースはこんなに小さなものになった。全国に配ったが、読者はびっくりしただろうが、これを身につけないと干渉とは戦えない。なぜならば、相手は海を渡った向こうにいるだけではない。全国各地に偽共産党を作って攻撃してくるわけだから、本当に必死になって勉強したものだ。
　毛沢東後の闘争でも、赤旗に発表した月日の名をとって「４・２９論文」とか、「１０・１０論文」とか呼ばれる長い論文を何度も発表した。こうして文字通り、全党が日々の赤旗を手に干渉者を打ち破る理論闘争に取り組んだ。第二次大戦後、ソ連崩壊までの半世紀にこういう闘争を同時に２つの違う敵を相手にして戦った共産党は日本共産党以外に世界にどこにもない。
　わが党は全力で取り組みながら、国内政治の躍進を勝ち取った。衆院１４議席を勝ち取った６９年の総選挙。３９議席で野党第一党に躍進した７２年総選挙。これらも激烈な闘争の中で成し遂げた。
　ソ連は１９７９年、両党会談で干渉の誤りを認めて反省の態度を示した。中国は毛沢東が死んで以後も多少弱まりはしたが、偽共産党支持者の干渉活動は続いた。中国側がその態度を根本的に改めて、関係を正常化する両党会談が開かれたのは９８年６月だった。その会談で中国側から自分たちの行動が原則を破った誤った行為であったことを認め、真剣な是正を行ったということが報告され、３２年ぶりに関係の正常化を実現した。２つの覇権主義に対するこれらの闘争は偉大な闘争だったと思う。全党が総力を結集した奮闘で戦い取ったまさに歴史的な勝利だったのだ。
　ここで強調したいのは、わが党が自主独立の立場を理論活動の分野でも貫いたことだ。私たちは１９７５年党大会で、ソ連流のマルクスレーニン主義と手を切ることを決定し、マルクスの理論そのものの自主的探求とその現代的発展に力を尽くしてきた。
　５年前、党創立９０周年の記念講演で、私は科学的社会主義のルネサンスについて述べた。われわれが半世紀にわたって取り組んできたこの仕事は、この理論の本来の姿を復活させ、それを現代に生かす活動だと思っている。こういう仕事をやり遂げてきたからこそ、世界を揺るがせたソ連の崩壊という激動の中でも、日本共産党が科学的社会主義の旗を断固として守ることができた。２００４年に採択した党綱領は、その輝かしい成果だ。
　では、次の第３の戦いに進もう。７０年代は全体として党と革新勢力の前進の時期だった。途中、反共攻撃があり７６年選挙で議席を１減らしたが、７９年の選挙ではそれをはね返して７０年選挙を超える４０議席を獲得した。革新自治体も全国に広がり、７０年代後半には社会党との間で国政での革新統一戦線を目指す合意を確認し合った。
　この流れを一挙に断ち切ったのが、１９８０年１月、突然発効された社会党と公明党の政権合意、いわゆる社公合意だ。これは連合政権についての合意と称するものだったが、その最大の狙いは冒頭の部分に日本共産党をこの政権協議の対象としない。こういうことを基本原則として打ち出した。これによって７０年代まで共産党と共闘関係にあった社会党を、対日本共産党の陣営に引き入れたのだ。
　社会党からはこのことについて事前事後、何の通告もなかった。突然のニュースを聞いて、私はすぐ社会党書記長に電話で説明を求めたが、電話口には出たものの一言も説明もできず、事実上沈黙だった。こうして長年の党首会談で築いてきた共闘関係を無通告、無説明で破棄したのだ。私たちは社会党のこの路線転換の本質を突く批判をただちに公表したが、そのとき私は社会党の突然の転落の影には、公明党だけにとどまらない、日本の支配体制の総力を挙げた戦略的攻撃だと実感した。実際、この社公合意を転機として、日本の政治には「共産党を除く」という壁、トランプ流の異常な壁が築かれたのだ。
産経新聞2017.7.20 01:28更新 
【不破哲三・共産党前議長講演概要（３）】「国政全体が安倍１強のウルトラ右翼に私物化されている」

講演する日本共産党の不破哲三前議長＝１９日午後、東京都中野区（桐原正道撮影）
　党はこれに対して、８０年２月の第１５回党大会で、日本の民主的再生を願う団体と個人による革新統一懇談会の結成を提唱した。これは社会党が脱落した情勢のもとで、革新を目指す政治勢力と市民勢力の共同という方針だ。この提起に応じ、松本清張さん、中野好夫さんで８１年４月全国革新懇が発足し、統一戦線運動の力強い推進力となったのだ。
　この方針を決めた党大会には、ソ連との和解の直後だったという背景もあって、３１カ国という党史上最も多数の外国代表団が参加した。それらの外国代表が、無党派の勢力と共産党の共闘というこの方針に驚きの声をあげ、大会後に私のところへ来て「社会民主主義の勢力抜きで統一戦線が可能なのか」という疑問を次々にぶつけてきた。
　状況と方針を詳しく説明すると最後には「分かった」と言ったものの、「それにしても勇気が必要な方針ですね」という言葉を残して皆さん帰った。実際、この提起は共産党と社会民主主義政党との共闘、これが統一戦線の革新だという古い図式を乗り越えたものだった。そして、そこには今振り返ると、こんにちの市民と野党との共闘を予感させるものがあった。
　「共産党を除く」というこの壁は未曾有のものだった。しかしその支配は３４年間も続いた。戦前の党創立以来の治安維持の抑圧体制は２３年間だから、それをはるかに超える期間続いたのだ。これを打ち破る戦いでは、２つの覇権主義との闘争以上の意志と力が党に求められた。そして今、これが打破されて、新しい政治の展望が切り開かれている。その根底には、長期の苦しい時期を不屈に頑張り抜いた全党の奮闘があったことを私は強調したい。「苦節１０年」という言葉があるが、「苦節３４年」がこの戦いだった。
　この道は相手側にとっても多難の道だった。最初の１０年間は、共産党を除くオール与党体制のもとで、なれ合い政治と金権政治が花盛りになった。その結果、８９年には２月の徳島市長選、３月の千葉県知事選、４月の名古屋市長選、こういう選挙で共産党の推す候補が自民党中心のオール与党連合と対決して、続いて４０％台の票を得た。マスコミには「共産党の躍進で政界に地殻変動が起こるか」という予想記事も出た。この予想は６月の中国の天安門事件と年末のソ連・東欧の激動の始まりで実現しなかったが、自民党政治の危機そのものは深刻だった。
　それを打開する新戦略が小選挙区制を中心としたいわゆる政治改革だった。狙いは小選挙区制に共産党を封じ込め、その後、自民党政治を共通の土俵として、一方では自民党、他方では非自民の野党連合、この２大勢力の間で政権を争う。こういう日本の政界に仕立て上げようじゃないかという狙いだった。それがうまくいかなくなると、９０年代には財界が総出で本格的な２大政党作りに乗り出した。マニフェスト方式などという耳慣れない言葉を引用し、政権選択の選挙に切り替えて、共産党を国民の選択から外す作戦までやり出した。
　そしてこういう小選挙区制と２大政党戦略のもとで最後に誕生した内閣が第２次安倍内閣だ。この政権のもとで自民党政治そのものの異常な変質があらわになる。至るところで矛盾と破綻が吹き出ていることは、皆さんが今ごらんになっている通りだ。最近、マスコミから私へのインタビューが多少増えているが、質問内容は全て共通だ。自民党政権の変質ぶりを語ってくれ。いわば歴史の生き証人としての呼び出しだ。
　対米従属、財界癒着というのは、自民党結党以来の路線だ。安倍政治はそれに加えて、戦前の体制に戻りたい。戦前回帰という日本会議系のウルトラ右翼の怨念を加えたものだ。ウルトラ右翼の潮流というのは、アメリカでもヨーロッパでもいま盛んに問題になっているが、政権党の主流がこうした方向に変質したのは、まさに日本独特の現象だ。
　安倍１強とよくいわれる。しかし、１強というのは民意の反映ではない。小選挙区制による架空の多数だ。２０１４年の総選挙をごらんなさい。獲得した議席は自民党２９０、対する野党４党は併せて９８だった。３倍の違いがあった。比例代表の得票率はどうか。自民党は３８％、野党４党の合計は３９％だ。国民の信の多い方が議席が少数になる。これが架空の多数の実態だ。
　そしてこれを元にした現在のウルトラ右翼の支配には、道具立てがいろいろある。第一は小選挙区制のもとで総裁が候補者の指名権を握り、自民党そのものへの首相の支配が圧倒的に強化されている。第二は特定秘密保護法で国民の真相を国民の目から隠す秘密主義が当たり前のやり方になっている。「ノリベン」といわれる黒塗りの資料が横行しているでしょ。資料を要求して分厚いのが出てくるが、見出ししか入っていない。こんなばかげたことは世界に例がないが、まさにこういうやり方で国政全体が密室と化している。
　第三が最近問題になってきた内閣人事局だ。どこの官庁にも官庁自身が上級幹部を選ぶことができない。すべてを官邸が決める。いわば官僚機構が首相官邸の絶対支配下に置かれた。こういう体制の下で、国政の私物化が急速に進んでいる。問題は森友問題や加計問題だけではない。国政全体がウルトラ右翼の潮流によって私物化されている。
　安保法制もそうだった。共謀罪法もそうだった。今度の憲法９条の改定の計画は日本会議側が提案したものを安倍首相がうのみにして自民党に押しつけたものだ。まさに私物化の機運は今新しい段階に入っていると言わなければならない。
　これとは対照的に、自民党政治と戦う国民の側では、日本の政治史上まったく新しい展望が開かれた。安保法制反対の闘争は、３４年間、日本を支配してきた、日本の政治を支配してきた、共産党を除くという壁を一挙に打ち下した。こうして生まれた市民と野党の共闘は、まさに戦後政治の歴史を画する壮挙だと言わなければならない。１９６０年代、１９７０年代には政治の舞台で努力を続けた歴史があった。しかしその全てが８０年代の社公合意で打ち切られ、国政での共同の体制がついに実現せずに終わったことは先ほど申し上げたとおりだ。
　こんにち、国際的にも国内的にも新しい情勢が展開しているが、私たちは有力な道しるべを持っている。それは２１世紀を迎えて、２００４年に党が決定した新しい綱領だ。そこには、自主独自の立場での科学的社会主義の理論の独自の全面的研究と、半世紀にわたる私たち自身の政治活動の経験、教訓が全面的に反映している。その党綱領の進化が、国内的にも国際的にも試される時期を迎えたといってよいと思う。党綱領は大国が世界を支配した時代は終わり、２１世紀は新たに政治的独立を勝ち取った国々が重要な役割を果たす新しい時代となることを、そういう展望を示した。
　この７月、核兵器禁止条約の成立は、この変化を画期的な事実をもって示した。志位委員長を先頭とする党代表団が、日本の被爆者団体とともに国連会議に正式に参加し、この条約の成立に貢献したことは本当にうれしいことだ。覇権主義の新たな動きに注目すべきことは、党大会決定が示したとおりだが、２０世紀のような大国支配の時代の再現はもはや不可能になっている。
　日本自身の問題では、党綱領は自民党政治に代わる新しい政治の展望を大きな構想を持って示した。新しい政治への変革を目指す党綱領路線の核心は、主権者国民の多数以上を基本にし、その合意に基づいて変革を進めるという立場にある。この立場を安倍政権を打倒する当面の闘争から、人間の自由を全面的に実現する未来社会に至るまで、これから開く歴史の一歩一歩、その全ての局面、すべての段階で貫く。ここに日本共産党綱領の基本路線がある。
　だからこそ、わが党は日本の将来を見通した大きな展望を持ちながら、市民と野党の共闘の前進のために、私心なく全力を尽くすことができるのだ。私たちは党創立９５周年を政治的激動の最中に迎えた。この歴史は党創設以来、多くの同志たちの苦難に耐えた奮闘によって作られてきたもので、こんにちの新しい政治的情勢も全党の努力と活動によって基礎が築かれてきた。
　その途上に生涯を終えた同志たちの志を引き続きながら、日本共産党の歴史の輝かしい新たなページを開いていこうではないか。そういう歴史を築く大きな気概をもって当面する中心任務、日本共産党の躍進と市民野党の共闘の前進、この２つの任務をしっかりとし、安倍政治の打倒、日本の政治の国民的転換という大目標の実現のために全力を尽くそうではないか。
　そのためにも、私たちのこの目標の実現にふさわしい大きな力を持たなければならない。５年後に迫る日本共産党創立１００周年を、この闘いと党建設の努力の実り豊かなさらなる前進の中で迎えようではないか。どうもありがとうございました。＝終わり
自民改憲案、年内は提出困難＝支持率急落で自民・船田氏
　自民党憲法改正推進本部の船田元・本部長代行は１９日、時事通信のインタビューに応じ、党の改憲案を秋の臨時国会に提出するとした安倍晋三首相（党総裁）の方針に関し、「支持率が低いと自民党案をまとめるのに時間がかかる」と述べ、安倍内閣の支持率急落で提出は困難になったとの認識を示した。
　船田氏はこの中で、憲法９条１、２項を維持した上で自衛隊の存在を明記する首相提案に異論が根強い党内状況を踏まえ、「（首相の）求心力が下がれば意見は通らない」と指摘。「支持率が一定程度回復しないと、党内の足並みが乱れたり、浮き足だったりする」とも述べた。（時事通信2017/07/19-17:19）　
9条改正、文民統制明記へ　自民改憲案、高村氏表明
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インタビューに答える自民党の高村副総裁

　自民党の高村正彦副総裁は19日までに共同通信のインタビューに応じ、党が検討する憲法9条改正案に、首相が自衛隊の最高指揮権を持ち、自衛隊は法律の範囲内で行動できるとの趣旨を盛り込む意向を表明した。「文民統制」（シビリアンコントロール）の原則を明確化する狙いで、この文言自体の明記も検討する。憲法改正の国会発議の際、各党が合意すれば、党議拘束を外すことも排除しない考えを示した。

　高村氏は党憲法改正推進本部の顧問を務め、改憲案策定の中心的存在。インタビューでは安倍晋三首相（党総裁）の改憲提案を踏まえ「（自衛隊と）内閣、国会との関係を書き込むべきだ」と強調した。

首相、改憲と３選引き換えも＝中北浩爾一橋大教授－インタビュー・憲法改正を問う


インタビューに答える一橋大大学院の中北浩爾教授＝５日、東京都国立市
　憲法改正をめぐる政局の見通しについて、日本政治史が専門で、「自民党－『一強』の実像」の著作がある中北浩爾一橋大教授に話を聞いた。
　－憲法９条１、２項を維持した上で自衛隊の存在を明記するという安倍晋三首相の提案をどう評価するか。
　それなりに評価している。現行憲法を維持しながら自衛隊を容認する、というのは国民のコンセンサス（合意）になってきている。政権を担う勢力は自衛隊の存在、自衛隊に担われている安全保障政策を直視すべきだ。
　しかし、集団的自衛権行使容認の憲法解釈変更が先にあり、今回の改憲提案となっているので、民進党などと折り合いを付けることはできないだろう。首相の提案の中身は評価できるが、タイミングは非常に残念だった。
　－野党はどう対応すべきか。
　反対なら反対で良いと思うが、対案を示すべきだ。集団的自衛権行使の容認なしで自衛隊の存在を明記し、シビリアンコントロール（文民統制）を強化する、などの対案を出せば良い。自衛隊を認めた上で、在り方にまで踏み込むべき時だ。
　－首相が５月３日に改正憲法の２０２０年施行を表明した手法をどう考えるか。
　首相の政治的強さは、コアを思想的に近い人で固めて、民進党や共産党を敵にして、公明党を抱き込むという構図をうまく作って求心力を保つところにある。今回の改憲提案も日本会議系の集会でビデオメッセージを出すとか、読売新聞のインタビューで出すとか、身内の支持を固める行動の一つだと思う。
　しかし、自民党総裁として憲法改正を言うなら自民党の機関紙や党大会で言うべきだった。
　－東京都議選を経て、「安倍１強」は崩れたという認識か。
　まだ分からない。「揺らいだ」くらいの段階ではないか。自民党内には０９年の政権交代の反省もあるので、安倍批判ののろしを上げるという感じはない。ただ、加計学園の問題もくすぶり、前途多難な要素はある。
　－首相の描くスケジュール通り、秋の臨時国会に自民党改憲案を提出できると思うか。
　スケジュール通り進めにくくなったことは確かだが、首相は政権が揺らぐほど、改憲に突き進むのではないか。首相にとって改憲は政権の存続よりも上にくる課題で、政権を懸けていると思う。自民党総裁３選と引き換えにしてでも改憲を進めるだろう。
　－スケジュールありきになっていないか。
　期限を切らないと進まないが、切り過ぎると政権を拘束し、強引に進めざるを得なくなる。首相の祖父の岸信介元首相も同じだった。日米安保条約改定でスケジュールを区切って、どんどん進めたから反対運動が高まった。結局、退陣と引き換えに実現したが、今は当時と同じような状況になってきている。
　中北浩爾氏（なかきた・こうじ）１９６８年生まれ。東大法卒。立教大教授などを経て１１年から現職。三重県出身。（時事通信2017/07/19-15:05）
衆院予算委、２４日に閉会中審査＝安倍首相出席、参院は２５日－和泉氏招致も
　学校法人「加計学園」（岡山市）の獣医学部新設計画をめぐり、自民、民進両党は１９日、安倍晋三首相が出席する衆院予算委員会の閉会中審査を２４日に実施することで合意した。参院予算委の閉会中審査は２５日に行う。衆院予算委では、前川喜平前文部科学事務次官と和泉洋人首相補佐官を参考人として招致することでも一致した。
　安倍内閣の支持率が急落する中、自民党は加計問題の真相究明を求める世論を踏まえ、首相自ら説明責任を果たす必要があると判断した。この問題で初めて和泉氏の招致に応じたのも同様の判断とみられる。前川氏は和泉氏を「キーパーソン」と指摘しており、和泉氏の国会での説明も注目される。
　首相は１９日夜、麻生太郎副総理兼財務相らと都内で会食し、閉会中審査について「国民が『よく分かった』と言うくらい、ちゃんとやろう」と述べた。
　自民党の小此木八郎国対委員長代理と民進党の笠浩史国対委員長代理は１９日に電話で協議。２４日に衆院予算委で５時間の閉会中審査を行うことを決めた。質問時間の配分については、与党３割、野党７割とすることを確認した。（時事通信2017/07/19-22:34）
閉会中審査 与党は収束を 野党は日報問題も追及へ
NHK7月20日 4時12分
学校法人「加計学園」の獣医学部新設などをめぐり、自民党と民進党は来週２４日に衆議院で、翌２５日に参議院で、安倍総理大臣も出席して予算委員会を開くことで合意しました。与党側は政府に丁寧な説明を促し、事態の収束を図りたい考えなのに対し、野党側は引き続き行政がゆがめられたのではないかと追及するとともに、ＰＫＯ部隊の日報問題についても政府に真相を明らかにするよう迫ることにしています。
国家戦略特区での学校法人「加計学園」の獣医学部新設などをめぐり、自民党と民進党は来週２４日に衆議院で、翌２５日に参議院で、安倍総理大臣も出席して予算委員会を開き、それぞれ５時間にわたって質疑を行うことで合意しました。
また衆議院では民進党の求めに応じて、文部科学省の前川・前事務次官と和泉総理大臣補佐官を参考人として招致することでも一致しました。
与党側は衆議院で質疑時間をこれまでの慣例よりも多く確保したことも踏まえ、国家戦略特区の必要性や、獣医学部新設を決めた経緯などについて、政府に丁寧な説明を促し、手続きに瑕疵がないことを改めて明確に示し、事態の収束を図りたい考えです。
安倍総理大臣は１９日夜、麻生副総理兼財務大臣や自民党の高村副総裁らと会談した際、「国民が『もうわかった』と言うくらいしっかり説明したい」と述べたということです。
これに対し、野党側は「『加計学園ありき』で手続きが進められ、行政がゆがめられたのではないか」として、前川前次官と和泉補佐官の主張の食い違いなどについて、引き続き追及することにしています。
また民進党などは、破棄したとされた南スーダンのＰＫＯ部隊の日報を陸上自衛隊が保管していた問題についても、政府に真相を明らかにするよう迫ることにしています。
閉会中審査 衆院２４日 参院２５日で合意
NHK7月19日 19時01分
学校法人「加計学園」の獣医学部新設などをめぐる予算委員会の閉会中審査について、自民党と民進党は、来週２４日に衆議院で、翌２５日に参議院で質疑を行うことで合意しました。このうち衆議院では、文部科学省の前川前事務次官と和泉総理大臣補佐官を参考人として招致することでも合意しました。
学校法人「加計学園」の獣医学部新設などをめぐる衆議院予算委員会の閉会中審査について、自民党と民進党は、安倍総理大臣にも出席を求めて開催することでは一致していましたが、質疑時間を、与党と野党で同じ配分とするよう求める自民党と、野党側の十分な質疑時間を確保するよう主張する民進党の間で折り合いがつかず、調整が続けられていました。
こうしたなか、自民党と民進党の国会対策委員長代理が、１９日電話で会談し、質疑時間の配分を、これまでの慣例となっていた「与党２、野党８」から「与党３、野党７」と与党側に積み増すことで一致し、来週２４日に、与党側が１時間半、野党側が３時間半の合わせて５時間の質疑を行うことで合意しました。
また民進党が求めていた文部科学省の前川前事務次官と和泉総理大臣補佐官の委員会への出席について、自民党も受け入れる考えを示し、前川、和泉両氏を委員会に参考人として招致することで合意しました。
一方参議院でも、自民党と民進党は来週２５日に予算委員会を開き、５時間にわたって質疑を行うことで合意しました。
「稲田氏は不適格の権化」　共産・穀田氏、安倍首相批判
朝日新聞デジタル2017年7月19日13時17分
　共産党の穀田恵二・国会対策委員長は１９日午前、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣した陸上自衛隊部隊の日報についての稲田朋美防衛相の一連の対応について、「（稲田氏は）不適格の権化みたいな人だ。直ちに辞任すべきだが、本人をずっとかばっている首相の任命責任が問われる」と批判した。
　朝日新聞の取材に答えた。陸自日報が「廃棄した」とされた後に文書の存在への対応を協議した幹部会議に稲田氏が出席していたとされることについて、穀田氏は「これほどウソをついたり、隠蔽（いんぺい）したり、組織ぐるみでやっていることが明らかになっても（首相は稲田氏を）擁護し続けるのが問題だ」と指摘した。
「稲田氏の虚偽答弁、悪質」　民進・山井氏、罷免求める
朝日新聞デジタル2017年7月19日10時48分

民進党の山井和則国対委員長
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣した陸上自衛隊部隊の日報についての稲田朋美防衛相の一連の対応をめぐり、民進党の山井和則国会対策委員長は１９日午前、朝日新聞の取材に「（稲田氏は国会で）虚偽答弁を繰り返した。悪質すぎる。隠蔽（いんぺい）であり、安倍晋三首相は稲田氏を即刻罷免（ひめん）すべきだ」と述べた。
　稲田氏は３月の衆院安全保障委員会で、陸自内で電子データが見つかったという報告を受けていたかどうか質問され、「報告はされなかった」と答弁している。しかし、複数の政府関係者によると、電子データ発見後、２月中旬に省内で対応を協議した会議に出席していたことが明らかになっている。
菅官房長官 「稲田防衛相 報道のような事実はない」
NHK7月19日 11時46分
菅官房長官は午前の記者会見で、「私も稲田大臣に電話で事実確認をしたところ、稲田大臣は『報道のような事実はない。報道機関から問い合わせを受けて、そのようにコメントした』ということだった」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は、「本件については３月１７日から、大臣直轄の防衛監察本部が、事実関係を解明するために独立性の高い立場から徹底的に調査している。現段階でコメントすることは控えたい」と述べました。
また菅官房長官は、記者団が、「稲田大臣の更迭や辞任の必要性はないと考えるか」と質問したのに対し、「仮定のことに答えることは控えたい。いずれにせよ、稲田大臣には本件の調査を行い、今後とも誠実に職務にあたってもらいたい」と述べました。
稲田氏、陸幕長らと協議認める＝２月中旬、ＰＫＯ日報問題－非公表方針は次官ら決定
　稲田朋美防衛相は１９日、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報を陸上自衛隊が廃棄したと説明しながら保管していた問題をめぐり、２月１５日に岡部俊哉陸上幕僚長らと会議を行っていたと記者団に明らかにした。その場で日報の非公表を了承したとの一部報道は否定した。一方、日報を非公表とする方針は同じ日、黒江哲郎事務次官らが別に協議して決めたことが判明した。野党は安倍晋三首相が出席する２４、２５両日の衆参両院予算委員会で徹底追及する構えだ。
　稲田氏は１９日夕、防衛省で記者団に「断続的に国会の対応に関して打ち合わせをしたのは事実」と述べ、２月１５日の会議に出席していたことを認めた。この場で日報について岡部氏から「用済み後廃棄（した）」との説明を受けたと明かし、日報のデータが残っていたとの「認識はなかった」と強調した。
　一部報道によれば、この日の会議には稲田氏や黒江氏、豊田硬官房長、岡部氏らが出席し、廃棄したと説明した日報が陸自で見つかったことは稲田氏にも報告された。「（日報の情報は）隊員個人が収集したもので公文書に当たらない」として非公表の方針を決め、稲田氏も了承したと報じている。
　これに関し、稲田氏は記者団に「日報を非公表にするとか、隠蔽（いんぺい）することを了承したことはない」と強調した。ただ、陸自幹部は１９日までの取材に「稲田氏に報告しないはずがない。複数人が集まるところで伝えている」と証言した。（時事通信2017/07/19-22:25）
日報非公表、防衛次官の意向　稲田氏も了承、統率力欠如

共同通信2017/7/19 21:39
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防衛省に登庁する黒江哲郎事務次官＝19日午前[image: image10.jpg]


南スーダンPKO部隊の日報隠蔽問題について、記者の質問に答える稲田防衛相＝19日午後、防衛省

　南スーダン国連平和維持活動（PKO）部隊の日報の隠蔽問題で、陸上自衛隊が保管していた事実を非公表とする方針は、防衛省事務方トップの黒江哲郎事務次官の意向に沿ったものだったことが19日、複数の政府関係者への取材で分かった。黒江次官は2月15日の緊急会議の前後に岡部俊哉陸上幕僚長と直接会い、「公文書には当たらない」として非公表とすることを伝えていた。

　防衛相を補佐すべき立場の事務次官が、一連の隠蔽を主導した疑いが出てきた。非公表を了承した稲田朋美防衛相の統率力の欠如を露呈し、防衛省・自衛隊の隠蔽体質が厳しく問われるのは必至だ。

日報 公表しない考えで防衛省上層部は一致
NHK7月19日 18時13分 
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破棄したとしていたＰＫＯ部隊の日報を陸上自衛隊が実際には保管していた問題で、ことし２月に防衛省の事務次官や陸上幕僚長など上層部が集まって日報の取り扱いについて協議し、公表する必要はないという考えで一致していたことが、防衛省関係者への取材でわかりました。
防衛省は、南スーダンで去年７月、大規模な武力衝突が起きた際のＰＫＯ部隊の日報について、陸上自衛隊が破棄したと説明しましたが、実際には陸上自衛隊の司令部に保管されていたことがことし３月明らかになりました。
防衛省関係者によりますと、この日報の取り扱いをめぐってことし２月１５日、防衛省の黒江事務次官や陸上自衛隊の岡部陸上幕僚長、それに統合幕僚監部の辰己総括官ら上層部が事務次官室に集まったということです。
この中で、破棄したとしていた日報のデータが陸上自衛隊司令部のパソコンに一貫して保管されていることが、岡部陸上幕僚長から黒江事務次官に説明されたということです。そのうえで、「保管されていた日報は隊員たちがそれぞれパソコンに残している個人データであり、公開すべき行政文書に当たるかどうか不明だ」などとして、公表の必要はないという考えで一致したということです。
一方、防衛省関係者によりますとこの会議とは別に、同じ２月１５日に防衛大臣室で、稲田大臣と黒江事務次官や岡部陸上幕僚長らが会議を開いたということです。この中では陸上自衛隊の情報公開に関して説明が行われ、稲田大臣からは、今回、情報公開請求を受けてから日報を探すまでにどのような対応をとったのかなどについて質問があったということです。
稲田防衛大臣は１９日朝、陸上自衛隊が日報を保管していたことを公表しない方針を了承していたなどと一部で報じられたことについて、「隠蔽や非公表を了承した事実は全くない」と述べました。防衛省は、日報の問題をめぐる一連の経緯を明らかにするため、３月から特別防衛監察を行っていて、今月中にも報告書を出す方向で調整が進められています。
稲田大臣「緊急会議の事実はない」
稲田防衛大臣は１９日夕方、防衛省を出る際、記者団に対し、「２月１５日に断続的に国会の対応について打ち合わせをしていたのは事実だが、その中で対応を決めるための緊急会議を開催したという事実はない。また打ち合わせで陸上幕僚長が来たことはあったと思うが、陸上幕僚長から何か報告があったということはない」と述べました。そのうえで、稲田大臣は記者団が陸上自衛隊が日報のデータを保管していたことを認識していたか質問したのに対し「その点についての認識はなかった」と述べました。
黒江次官「コメントできない」
ことし２月に防衛省の黒江事務次官や岡部陸上幕僚長ら上層部が集まって陸上自衛隊に保管されていた日報を公表する必要はないという考えで一致したかどうかについて、黒江次官はＮＨＫの取材に対し、「特別防衛監察が行われているところであり、コメントできない」と述べました。
日報問題の経緯
問題の発端となったのは、去年１０月、南スーダンのＰＫＯ部隊の日報を情報公開請求されたのに対し、防衛省が「日報はすでに破棄され存在しない」と回答したことでした。
請求された日報は、南スーダンで政府軍と反政府勢力による大規模な武力衝突が起きた去年７月７日から１２日までの６日分です。この日報について防衛省は「派遣部隊と、その指揮にあたる司令部がそれぞれ破棄していて、すでに存在しない」として、去年１２月、「不開示」と通知しました。
これについて自民党の国会議員から疑問が示され、再調査が行われた結果、陸海空の各自衛隊を運用する統合幕僚監部に電子データで保管されているのがわかったとして、防衛省はことし２月７日、日報を公開しました。一方で、陸上自衛隊には存在しないという説明を続けていました。
しかし、ことし３月、陸上自衛隊が日報の電子データを保管していることを把握しながら公表していなかったことが報道で明らかになり、稲田防衛大臣の指示で詳しい経緯を調べるための異例の特別防衛監察が行われています。
稲田氏報告、緊急会議2日前にも　陸自説明、PKO日報隠蔽問題

共同通信2017/7/19 10:52

　南スーダン国連平和維持活動（PKO）部隊の日報の隠蔽問題で、稲田朋美防衛相が、非公表方針が決まった2月15日の緊急会議の2日前にも、陸上自衛隊側から、電子データが保管されていた事実などについて報告を受けていたことが19日、複数の政府関係者への取材で分かった。

　2回にわたり報告を受けていたことが判明したことで、説明責任を果たすよう求める声が一層強まりそうだ。稲田氏は19日、自身も出席した2月15日の緊急会議に関し「隠蔽を了承したとか、非公表を了承したとかいう事実は全くない」と述べた。

稲田氏、防衛省側と会議は「事実」　隠蔽了承は否定
朝日新聞デジタル2017年7月19日20時21分

記者の質問に答えた後、退庁する稲田朋美防衛相＝１９日午後６時４２分、東京都新宿区、金川雄策撮影
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊が作成した日報が「廃棄した」とされた後も陸自内で保管されていた問題をめぐり、稲田朋美防衛相は１９日夕、「日報を非公表にするとか、隠蔽（いんぺい）するということを了承したことはない」と述べ、防衛省として非公表を決めたプロセスへの自身の関与を改めて否定した。稲田氏はまた、「陸上自衛隊にデータが残っていたという報告があったという認識はない」とも述べた。
　防衛省で記者団の質問に答えた。一部報道で２月１５日にあった防衛省や陸自の幹部らとの会議でデータ非公表を「了承」したと報じられたことについては、稲田氏は「２月１５日は断続的に国会の対応に関して打ち合わせをしていたことは事実だが、（データを公表するか）対応を決めるための緊急会議を開催した事実はない」と強調した。
稲田氏「隠蔽の事実はない」　ＰＫＯ日報非公表問題
朝日新聞デジタル2017年7月19日11時37分
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊が作成した日報が「廃棄した」とされた後も陸自内で保管されていた問題をめぐり、稲田朋美防衛相は１９日午前、「隠蔽（いんぺい）を了承したとか、非公表を了承したとかいう事実は全くありません」と述べ、防衛省として非公表を決めたプロセスへの自身の関与を否定した。防衛省内で記者団に語った。

防衛省に登庁し、報道陣のぶら下がりに応じる稲田朋美防衛相＝１９日午前１０時６分、東京都新宿区、小玉重隆撮影




　複数の政府関係者によると、稲田氏は２月中旬、陸自内の文書の存在について協議した省内の幹部会議に出席。会議では、情報公開請求に「廃棄した」としていた昨年７月の日報が陸自内に電子データとして保管されていたことについて対応を協議した。その際、「隊員個人が収集したデータであり、公文書ではない」との認識を共有。最終的に、公表しないことが決まったという。
　陸自関係者はこうした経緯について、隠蔽工作の有無を調べている防衛相直轄の防衛監察本部に説明している。
　今月１８日、一部報道が、この会議で稲田氏が非公表とすることを「了承」したと指摘。１９日、稲田氏が記者団の取材に応じて否定した。ただ、稲田氏は２月中旬の会議があったかについては質問に答えなかった。菅義偉官房長官は１９日午前の記者会見で「大臣から、そうした事実はないというコメントを出した」と説明。稲田氏の更迭・辞任については「仮定のことについて答えるのは控えたい」と話した。
　一方、民進党は１９日午前、外…
【続きあり】
陸自内で保管の日報「非公表」、稲田氏出席の会議で協議
朝日新聞デジタル2017年7月19日07時05分
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣されていた陸上自衛隊の部隊が作成した日報が、「廃棄した」とされた後も陸自内で保管されていた問題で、陸自内の文書の存在について対応を協議した省内の幹部会議に、稲田朋美防衛相が出席していたことが分かった。複数の政府関係者が明らかにした。
　政府関係者によると、組織的な隠蔽（いんぺい）があったかを調べている防衛相直轄の防衛監察本部に対し、陸自はこうした経緯を報告しているという。同本部は関係者から聴取するなど事実関係の確認を進めている。
　政府関係者によると、この会議は２月中旬に開かれ、稲田氏のほか、黒江哲郎事務次官や陸自幹部らが出席。情報公開請求に「廃棄した」としていた昨年７月の日報が陸自内に電子データとして保管されていたことが判明したため、その事実を公表するかが協議された。
　会議では、陸自に残っていた電子データについて「隊員個人が収集したデータであり、陸自の公文書ではない」との認識を共有。最終的に、陸自に保管されていた事実は公表しないことが決まったという。
　稲田氏は３月の衆院安全保障委員会で、陸自内でデータが見つかったという報告を受けていたかどうかを民進党議員から問われ、「報告はされなかった」と答弁している。稲田氏は１８日夜、自身が非公表を了承したかどうかについては「ご指摘のような事実はない」とコメントした。
　日報は情報公開請求に不開示とした後、昨年１２月に統合幕僚監部で発見。今年２月になって、統幕内でみつかったデータとして公表された。日報には南スーダンの首都ジュバの当時の状況について「戦闘」と記されていた。３月になって「１月に陸自で日報がみつかっていた」などと報道があり、稲田氏は特別防衛監察を指示していた。
■南スーダンＰＫＯと日報をめぐる経緯
【２０１６年】
７月　南スーダンのジュバで「戦闘」と日報に記載
９月　フリージャーナリストが７月の日報の開示を請求
１２月　日報を「廃棄していた」として防衛省が不開示決定
　　　　統合幕僚監部に日報の電子データが残っていたことが判明
【２０１７年】
１月　陸自で日報の電子データを確認
　　　稲田氏に統合幕僚監部内での日報発見を報告
２月　統幕内でみつかったデータとして日報を公表
　　　陸自内でみつかったデータの対応を協議した幹部会議に、稲田氏が出席
３月　「１月に陸自内で日報がみつかっていた」などの報道を受け、稲田氏が特別防衛監察を指示
稲田氏、ＰＫＯ日報問題「陸幕長と協議」　非公表了承は否定 
日経新聞2017/7/19 20:35 (2017/7/20 0:39更新)
　稲田朋美防衛相は19日、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊が作成した日報を陸上自衛隊が「廃棄した」としながら保管していた問題に関し、２月15日に岡部俊哉陸上幕僚長らと協議したことを明らかにした。あくまで日報データは廃棄したとの説明を受けたとし、非公表を了承したことは否定した。一方、非公表の方針は同じ日に黒江哲郎防衛次官ら同省幹部が別途協議し、決めたことも分かった。


記者の質問に答える稲田防衛相（19日午後、防衛省）
　陸自に日報が保管されていた事実は、３月15日に一部報道で発覚。稲田氏の指示で同月17日、特別防衛監察が始まった。
　防衛省関係者によると、２月15日の黒江氏、岡部氏、統合幕僚監部の辰己昌良総括官による協議で「（日報の情報は）隊員個人が収集したもので公文書に当たらない」として非公表の方針を決めた。同じ日、稲田氏は黒江氏、岡部氏らと幹部会議を開き、陸自に日報データが残っていた問題を協議していたことも分かっている。
　稲田氏は19日夕、防衛省内で記者団に「２月15日は断続的に国会の対応に関して打ち合わせをしたのは事実」と述べた上で、岡部氏と協議したことは認めた。ただ、岡部氏から「（日報は）用済み後に廃棄」との説明を受けたとして「日報を非公表にするとか隠蔽することを了承したことはない」と述べた。
　データ残存の報告は受けたか、との記者団の質問には「そういう報告があったとの認識ではない」と述べた。
ＰＫＯ日報、発見後に非公表を指示　幹部間で調整か
朝日新聞デジタル2017年3月18日04時59分
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣している陸上自衛隊の日報公開問題で、防衛省は、「廃棄した」として情報公開請求に対して不開示と決定した後に陸自内で日報データが発見されたものの、省内で公表しないよう指示があったことを確認した。
　また、陸自内での文書保管は、陸海空の自衛隊の運用を取り仕切る統合幕僚監部にも伝えられ、非公表を決める過程で防衛省の幹部間で調整が行われた可能性があることも関係者への取材でわかった。
　稲田朋美防衛相の直属組織である防衛監察本部は１７日、特別防衛監察を開始。組織的な隠蔽（いんぺい）工作の有無などを調べる見通しだ。
　日報をめぐっては、ジャーナリストの公開請求に対し、防衛省が廃棄を理由に昨年１２月に不開示を決定。その後、統幕に電子データが残っていたことが判明し、今年２月に公開した。
　防衛省のこれまでの調べでは、１月に陸自内にデータが保存されていたことが判明。省内でそうした事実を伏せるようにという指示が出されていた。防衛省幹部によると、「削除された可能性も濃厚だ」という。
　一連の問題では、防衛省の組織的な隠蔽の疑いや、稲田氏のシビリアンコントロール（文民統制）の不十分さが、野党などから指摘されている。
ＰＫＯ日報問題　防衛省の特別監察、政務三役は対象外
毎日新聞2017年7月20日 02時20分(最終更新 7月20日 02時20分)
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊部隊の日報を巡る問題は、防衛省の防衛監察本部が３月１７日から特別防衛監察を進めており、近く結果が公表される見通しだ。稲田朋美防衛相の関与の有無に踏み込むかどうかが焦点になる。ただ、防衛監察の対象には大臣ら政務三役は含まれず、未解明な部分が残ったままの公表となれば、野党などから監察の信用性を疑問視する声が上がりかねない。 
　防衛監察本部は、防衛施設庁（当時）の官製談合事件などを受け、２００７年に設置された。自衛隊など防衛省の他の機関から独立した大臣直属の組織で、トップの防衛監察監は現在、北村道夫・元福岡高検検事長が務め、職員の法令順守の状況などを調べる。 
　ただ、防衛監察は、大臣が各省庁の職員の服務を監督するという国家行政組織法が定める権限に基づいて実施するもので、対象は防衛省職員のみ。首相や内閣が任免権を持つ大臣や副大臣ら政務三役は含まれない。稲田氏は３月の参院外交防衛委員会で「必要があれば私も喜んで調査に協力する」と答弁したが、野党は第三者を入れた調査組織の設置を求めていた。 
　防衛監察で稲田氏に触れず、内局や自衛隊幹部の関与しか解明されなければ、霧は晴れない。防衛省関係者は「大臣の関与の有無についてもきちんと説明されなければ、今後に禍根を残しかねない」と話す。【前谷宏】 
稲田氏の関与なぜ浮上、制服組に強い不満？ 
2017/7/20 1:07日本経済新聞　電子版
　南スーダンＰＫＯの日報問題を巡り、稲田朋美防衛相の関与の疑いが浮上した背景には、稲田氏の関与が明確にならず、制服組といわれる陸上自衛隊が不満を募らせていたことが一因にあったようだ。
　稲田氏は月内にも防衛監察結果を公表する。陸自のデータ残存を非公表にした経緯などについて明らかにする考えだ。
　防衛省関係者によると、監察結果の原案には(1)２月15日に岡部俊哉陸上幕僚長が黒江哲郎防衛次官に陸自内にデータが残っていることを報告した(2)陸自幹部がデータ消去と受け取れるような指示をした――などの記載がある。ただ稲田氏の関与に関する記述はほとんどないという。そもそも防衛監察は政務三役が監察の対象外になっている。
　監察結果が公表されればデータ保存を１月時点で知っていた岡部氏の責任論が浮上するのは必至。データ消去につながる指示を下した陸自幹部も処分対象となる。
　こうした監察結果に危機意識を抱いた陸自が、稲田氏が出席した２月15日の会議開催を公にしたというのが複数の政府関係者の見立てだ。「陸自ばかりが悪者にされ、責任を負わされると憤ったクーデターだ」と言い切る防衛省幹部もいる。稲田氏の関与を明確にし、組織防衛を図りたいとの狙いもある。菅義偉官房長官がことさら「文民統制」に言及することも、陸自の反発を買っているとの指摘もある。
　統合幕僚長（前統合幕僚会議議長）のポストは、陸海空の３自衛隊のトップ経験者がほぼ持ち回りで務めてきた。次は陸幕長の順番とされていたが、日報問題が大きな影を落としており、持ち回りの慣例が崩れる恐れもある。
佐賀配備、19年度は困難　オスプレイ、計画ずれ込み

共同通信2017/7/19 17:45

　陸上自衛隊が導入する新型輸送機オスプレイの佐賀空港（佐賀市）配備計画について、政府が予定する2019年度の配備が難しくなり、計画がずれ込む見通しとなった。政府関係者が19日、明らかにした。予定地の地権者である地元漁業者の承認が得られていないほか、施設整備も間に合わない可能性が高いため。21年度の配備を目指して再調整したい考えだ。

　計画では、佐賀空港の西側に駐機場や格納庫を整備し、オスプレイ17機を順次配備する。政府は19年度の配備に向け、佐賀県や有明海漁協に受け入れを求めてきた。ただ漁協側は意思決定の時期を明示せず、承認する見通しは立っていない。

オスプレイ　佐賀の配備に遅れ １９年度運用困難
毎日新聞2017年7月19日 11時22分(最終更新 7月19日 12時57分)
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試験飛行で飛来し、佐賀空港でホバリング中の米軍オスプレイ＝佐賀市で２０１６年１１月８日、松尾雅也撮影
　陸上自衛隊が導入する垂直離着陸輸送機オスプレイの佐賀空港（佐賀市）への配備が、当初の計画よりずれ込む見通しになった。２０１８年度予算案の概算要求に用地取得費などを計上しても、地盤改良や格納庫の整備に時間がかかり、計画通り１９年度には運用を開始できない。政府関係者は１９日、「工事が間に合わないだろう」と語った。 
　計画によると、防衛省は１８年度までにオスプレイ１７機を導入し、佐賀空港の西側に駐屯地を開設して、順次配備する。 
　配備には佐賀県や、計画用地の地権者である漁業者の承認が必要。山口祥義知事は１３日の記者会見で「国防に協力する立場にある」と述べ、配備を容認する姿勢を鮮明にした。配備に反対している空港周辺のノリ業者らの説得に全力を挙げる考えも示した。 
　ただ、８月末の概算要求締め切りまでに県有明海漁協が容認に転じたとしても、事業着手は１８年度になり、配備が遅れるのは確実だ。政府内では配備は早くても２１年度という見方が出ている。漁協との交渉が難航した場合、配備はさらにずれ込むことになる。 
　配備計画を巡っては、佐賀県議会が３日、受け入れを容認する決議を賛成多数で可決。佐賀商工会議所など地元経済団体も受け入れを求める文書を県に提出していた。【木下訓明】 
日米同盟強化を＝共和、民主幹部と会談－二階自民幹事長
　【ワシントン時事】自民党の二階俊博幹事長は１８日、米ワシントンを訪問し、共和党のハッチ上院議長代行、ソーンベリー下院軍事委員長、民主党のペロシ下院院内総務と、それぞれ連邦議会で会談した。日米同盟を一層強化していくべきだとの認識で一致した。
　二階氏によると、ソーンベリー氏との会談では、北朝鮮の核・ミサイル開発などアジア太平洋地域の安全保障について協議。中国が国際社会の取り組みに建設的な役割を果たしていくべきだとの立場を共有した。（時事通信2017/07/19-11:27）
二階幹事長 米共和党院内総務と会談 連携強化で一致
NHK7月20日 5時40分
ワシントンを訪れている自民党の二階幹事長はアメリカ議会下院・共和党のマッカーシー院内総務と会談し、北朝鮮が弾道ミサイルの発射を繰り返していることなどを踏まえ、日米両国の連携を強化していく必要があるという認識で一致しました。
この中でマッカーシー院内総務は北朝鮮が弾道ミサイルの発射を繰り返していることなどを念頭に「日米はこれ以上強くなりえないような強い関係だ。世界が直面しているさまざまな課題に対し、ともに協力して立ち向かっていく必要がある。世界を平和で安全な状態にしていくためにも、協力を続けていきたい」と述べました。
これに対し二階幹事長も「ともに協力し合いながら、日米関係をさらに発展させていきたい」と応じ、北朝鮮問題などに対応するため、日米両国の連携を強化していく必要があるという認識で一致しました。
またマッカーシー氏は「中国の海洋を中心とした拡張を懸念する。こうした問題でも協力したい」と述べました。
これに先立ち二階氏は議会上院の民主党のトップ、シューマー院内総務と会談し、北朝鮮問題の解決に向けて中国の協力を引き出しながら、日米両国が緊密に連携して対処すべきだという考えで一致しました。
衝突事故の米海軍イージス艦 本国で原因調査へ
NHK7月20日 4時07分 
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先月、静岡県の伊豆半島沖でアメリカ海軍のイージス艦とコンテナ船が衝突した事故で、損傷したイージス艦は神奈川県内の基地のドックで修理が行われていて、アメリカ海軍は修理が終わりしだい船を本国に戻し、引き続き事故原因の調査を進めることにしています。
先月１７日、静岡県の伊豆半島沖で、アメリカ海軍横須賀基地に配備されているイージス艦「フィッツジェラルド」とフィリピン船籍のコンテナ船が衝突し、イージス艦の乗組員７人が死亡しました。
イージス艦は船底付近に大きな穴があくなどの損傷を受け、今月１１日から横須賀基地のドックに移され、修理が行われています。
アメリカ海軍のホームページには修理の様子などの写真が公開され、コンテナ船の船首にある「バルバス・バウ」と呼ばれる突起物が衝突してできたと見られる船底付近の穴は現在は鉄板で塞がれています。
一方で、船体の右側の側面は大きく潰れるように壊れたままになっていました。
アメリカ海軍は修理などが終わりしだいイージス艦を本国に戻す予定で、引き続き事故原因の調査を進めることにしています。
日独、防衛装備品協定を締結　機動戦闘車の開発などに力
朝日新聞デジタル相原亮2017年7月19日07時38分
　日独両政府が１７日付で防衛装備品・技術移転協定を結んだことがわかった。複数の政府関係者が明らかにした。日本が同様の協定を締結したのは米英仏などに続き、８カ国目。ただ、今回はドイツ側の希望で発表を見送った。
　協定はドイツ・ベルリンで八木毅・駐独大使とズーダー国防次官が署名。防衛省関係者によると、陸自の離島防衛強化に備え、戦車と装甲車の機能を持つ機動戦闘車の開発などに力を入れるのに必要と判断した。この関係者は「戦車技術力の高いドイツと武器開発することは今後のプラスになる」と話す。
　協定は条件付きで武器輸出を認める「防衛装備移転三原則」を踏まえたもので、武器性能に関する情報の目的外使用や、第三者への移転をしないなどの管理を相手国に義務づける。同原則には「透明性の確保」が明記されており、防衛省内では発表を見送ったことに「以前からドイツ側が非公表を求めていたが国民に疑念を呼びかねない」との指摘も出ている。
　政府は競争力の高い欧州との防衛協力に力を入れており、５月にはイタリアと協定を締結。英国とはミサイル開発に向けた共同研究に着手している。（相原亮）
公募２カ月前に「加計」伝達　山本創生相、獣医師会に
朝日新聞デジタル2017年7月20日03時00分
　学校法人・加計（かけ）学園が公募で国家戦略特区での獣医学部設置を認められる約２カ月前の昨年１１月、山本幸三地方創生相が日本獣医師会を訪れて幹部と面会し、「愛媛県今治市」「加計学園」の具体名や自治体の負担額を挙げて獣医学部の新設方針を伝えたと記録する文書が同会にあることが分かった。山本氏は国会答弁で「加計ありき」の手続きを否定しており、記録にあるような発言をしていたとすれば、これまでの説明と矛盾する。

山本幸三地方創生相が昨年１１月に日本獣医師会幹部と面会し、「愛媛県今治市」「加計学園」と具体名を挙げて獣医学部の新設方針を伝えたとする面会記録

加計学園が選ばれるまでの経緯
　獣医師会が作成した面会記録で、「山本幸三内閣府特命担当大臣（地方創生、行政改革）との意見交換の概要（抜粋）」とある。日時は「平成２８年（２０１６年）１１月１７日（木）９時２２分～１０時０８分」、面会場所は「日本獣医師会役員室」、政府側の出席者として山本氏と事務の秘書官、獣医師会側は蔵内勇夫会長、政治団体・日本獣医師連盟の北村直人委員長ら幹部４人の名前が書かれている。
　冒頭の山本氏の発言として「獣医師が不足している地域に限って獣医学部を新設することになった」「財政的に大丈夫か、待ったをかけていたが、今治市が土地で３６億円のほか積立金から５０億円、愛媛県が２５億円を負担し、残りは加計学園の負担となった」「四国は、感染症に係る水際対策ができていなかったので、新設することになった」などと記されている。これに対し蔵内会長は「大学を作ることに賛成できない」などと発言したとある。
　獣医師会関係者によると、出席した幹部の一人がその場でメモを取り、翌日にかけてパソコンで清書。獣医師会側の出席者全員で内容を確認したという。
　面会の時期は、国家戦略特区諮問会議（議長・安倍晋三首相）が獣医学部の新設を決めた１１月９日の後で、国民から意見を募るパブリックコメントを始める前日にあたる。
　山本氏は、獣医学部の候補地を今治市に絞った時期は「年末年始」とし、今年１月に事業者を公募し、加計学園だけが応募するまでは、複数の大学に可能性があったと説明してきた。
　学部新設の費用をめぐってはその後の今年３月、今治市が３６億円余の土地を加計学園に無償譲渡し、総事業費の半分、９６億円を愛媛県と今治市で負担することが決まった。
　日本獣医師連盟は１９日、全国の地方組織に対し、面会記録の要旨を開示した。同連盟関係者は「政府の説明があまりに不正確であり、会員から説明を求められる中で面会記録を配布した」と話している。
■山本幸三氏「四国で決めたとは言っていない」
　１１月１７日に日本獣医師会を訪問し、１１月９日に獣医学部新設が決まった経緯について説明したが、四国で決めたとは言っていない。京都もあり得るという話もした。今治市の財政状況については、（日本獣医師連盟委員長の）北村氏の要請により調べたところを概略説明したが、加計学園という特定は一切していない。
山本担当相「四国に新設」　認定2カ月前、獣医師会に
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山本幸三地方創生相

　政府の国家戦略特区制度を活用した獣医学部新設計画を巡り、学校法人「加計学園」（岡山市）が事業者に認定される約2カ月前の昨年11月17日、特区担当の山本幸三地方創生担当相が日本獣医師会を訪れ「四国で新設することになった」と伝えていたことが19日、分かった。獣医師会関係者が明らかにした。

　事実であれば、愛媛県今治市で四国初の獣医学系大学の新設を予定する加計学園を前提に計画が進められたことになる。山本氏の事務所は共同通信の取材に「四国で決めたとは言っていない。京都もあり得るという話もした」と否定した。

“決定前に今治市に伝達”報道 山本大臣の事務所が否定
NHK7月20日 5時04分
国家戦略特区での獣医学部の新設をめぐり、山本地方創生担当大臣が日本獣医師会に対して設置場所などが決まる前の段階で、愛媛県今治市に新設する方針を伝えていたなどと週刊文春が報じたことについて、山本大臣の事務所は１９日夜、事実関係を否定するコメントを発表しました。
国家戦略特区での獣医学部の新設をめぐって、政府は去年１１月１８日から平成３０年度に開設することなどを条件とする告示案を公表し、国民から広く意見を募るパブリックコメントを実施しました。
これに関連し、週刊文春は電子版で、山本地方創生担当大臣がその前日の１７日に日本獣医師会の本部で藏内会長らと面会し、設置場所などが決まっていない段階にも関わらず、愛媛県今治市に学校法人「加計学園」の獣医学部を新設する方針を伝えていたなどと報じました。
これについて、山本大臣の事務所は１９日夜、「獣医学部を新設する方針が決まった経緯について説明したが、四国に決めたとは言っていない。京都もあり得るという話をした。今治市の財政状況も要請により調べたところの概略説明をしたが加計学園という特定は一切していない」と事実関係を否定するコメントを発表しました。
山本大臣は先に国会審議で日本獣医師会が獣医学部の新設に強く反対していたことから、１１月１７日に日本獣医師会の本部を訪れ、藏内会長ら幹部に理解を求めたことを明らかにしています。
京産大は「物事の順序逆」＝菅長官
　菅義偉官房長官は１９日の記者会見で、国家戦略特区を活用した獣医学部の新設を目指していた京都産業大（京都市）が、教員確保のめどが立たず準備期間の不足を理由に計画を断念したことについて「教員や用地、建物の確保や開学時期のめどがつかなければ特区認定の要件を満たすことは困難で、準備期間が足りないという以前に物事の順序が逆ではないか」との認識を示した。
　２０１８年４月とした開学時期に関しては「スピーディーな開学の実現を制度上担保するために設けたもので、今治市や加計学園ありきでも京産大を排除すべきものでもない」と強調した。（時事通信2017/07/19-12:44）
「残業代ゼロ」合意延期、２７日で再調整　連合内で異論
朝日新聞デジタル9日08時12分
　専門職で年収の高い人を労働時間規制から外す「高度プロフェッショナル制度（高プロ）」を巡る政府と連合、経団連による「政労使合意」が来週に延期された。２７日にも合意する方向で再調整している。高プロの「条件付き容認」を決めた連合の組織内で異論が続出し、「内部できちんと了解をとりつける必要がある」（連合傘下の産別幹部）と判断したためだ。
　政府が導入を目指す高プロについて、連合は「残業代ゼロ法案」と強く批判してきたが、ナンバー２の逢見（おうみ）直人事務局長らの主導で「条件付き容認」に方針を転換。神津里季生（こうづりきお）会長が１３日に安倍晋三首相と会い、働き過ぎを防ぐ対策を手厚くする修正を求めた。当初は、連合が要求する修正案を政府と経団連が受け入れたうえで１９日までに政労使合意を交わす予定だった。
　だが、連合の方針転換について、十分な説明を受けていなかった傘下の労組や過労死遺族の団体などから異論が相次ぎ、仕切り直しを迫られた格好だ。
連合、神津会長が続投へ　「脱時間給」混乱を収拾 
2017/7/20 2:00日本経済新聞　電子版
　連合の神津里季生会長が続投する方向となった。神津氏は５月下旬までに異例の１期２年で辞任する意向を関係者に伝えたものの、後任に浮上した逢見直人事務局長の「脱時間給」制度を巡る政府との協調姿勢に傘下の労働組合から強い反発が出て人事が難航していた。神津氏の続投で組織内の混乱を収拾させる狙いで、８月初めにも正式に決めたい考えだ。
　連合の役員推薦委員会は19日、10月に任期切れを迎える神津氏の続投を推す方向で業種別の労組と調整に入る方針を確認した。神津氏は新日本製鉄（現・新日鉄住金）出身で、2015年10月に会長に就任。３月に決めた残業時間の上限規制の導入を政府に働きかけて労働環境の改善につなげるなどの実績があり、続投を求める声が出ていた。
　連合では主要な産業別労組の委員長からなる役薦委が産別労組を業種ごとに４グループに分けて意見を事前調整し、人事案を一本化するのが慣例だ。10月の定期大会で選出する段取りで、当初は６月に人事案を決める作業を終える予定だった。
　しかし連合内の人事を巡る調整は混迷した。後任候補に挙がった逢見氏は事務局長に就く直前の15年６月に安倍晋三首相と極秘に面会するなど「政府にすり寄っている」などと批判があった。脱時間給制度（ホワイトカラー・エグゼンプション）の修正に向けた政府との調整を巡っても、逢見氏が組織内で十分な根回しをしないまま主導したため、会長就任に反対論が強まった。
　連合は19日の幹部会合で脱時間給制度を含む労働基準法改正案への対応を協議。改正案について、政府、経団連との修正合意に向けて21日の中央執行委員会での意見集約をめざす。神津氏は記者団に、組織内から反対論が相次いでいることについて「丁寧にやりとりしたい。胸襟を開いて理解を図りたい」と述べた。
　脱時間給は、労働時間でなく成果に基づき賃金を払う制度。神津氏は13日、安倍首相に政府の現行案の修正を要請した。政府は月内の政労使による修正合意をめざしている。難航していた会長人事を早期に決着させ、組織の立て直しを図る狙いもある。
　19日の役薦委では、会長代行に逢見氏、後任の事務局長に自動車総連の相原康伸会長を推す人事案を組織内に諮る方針も確認した。代表者が各グループに持ち帰って協議し、８月初めに予定する役薦委で決める方針だ。
　連合は民進党の最大の支持団体。安倍政権は働き方改革や脱時間給制度などで連合の意見を取り入れ、民進党と分断する思惑が透ける。エネルギー政策や野党共闘への考え方に対する違いから、連合と民進党はギクシャクした関係が続いている。脱時間給でも民進党は導入に慎重姿勢を崩しておらず、関係改善へ難しい調整を迫られる。
連合へ働き手が異例のデモ　「残業代ゼロ、勝手に交渉」
朝日新聞デジタル贄川俊、土屋亮、村上晃一2017年7月19日21時22分

連合本部前で抗議する人たち＝１９日午後８時１１分、東京都千代田区、角野貴之撮影

連合本部前で抗議する人たち＝１９日午後８時７分、東京都千代田区、角野貴之撮影
　専門職で年収の高い人を労働時間規制から外す「高度プロフェッショナル制度（高プロ）」を条件付きで容認する方針に転じた連合への抗議デモが１９日夜、東京都千代田区の連合本部前であった。日本最大の労働組合の中央組織として「労働者の代表」を自任してきた連合が、働き手のデモに見舞われる異例の事態だ。
　「一般の働く人々の権利と生活を守るために動くのが労働組合の役割のはず。連合執行部は今回の一方的な賛成表明を撤回し、存在意義を見せてほしい」
　午後７時に始まったデモの冒頭。マイクを手にした男性はこう訴えた。参加者はプラカードやのぼりを掲げ、「残業を勝手に売るな」などとコールを繰り返した。参加者はデモが終わった午後９時までに１００人ほどに膨れあがった。
　今回のデモのきっかけは、高プロを「残業代ゼロ法案」と批判してきた連合が一転、執行部の一部メンバーの主導で条件付き容認の方針を決めたことだった。連合傘下でない労組の関係者や市民らがツイッターなどで呼びかけたメッセージは「連合は勝手に労働者を代表するな」などのキーワードとともに拡散。参加者の多くはツイッターでデモの開催を知り、仕事帰りに集まったとみられる。
　都内の清掃作業員、藤永大一郎さん（５０）は「労働者に囲まれ、デモまでされる労働組合とは一体何なのか。恥だと思ってほしい」。別の会社員男性（５３）も「連合の一部の幹部だけが勝手に政府と交渉し、話を進めているように見える。一般の組合員は納得していないのではないか」と首をかしげた。「年収１０７５万円以上」などが条件となる高プロの適用対象となる働き手はごくわずかだが、デモの呼びかけ人の一人は「年収要件などはすぐに緩和されて対象が広がる」と心配した。
　連合執行部に対しては、傘下の労組や過労死遺族の団体などからも反発の声が続出している。当初は１９日までに連合と政府、経団連の３者が高プロに関する「政労使合意」を結ぶ段取りだったが、連合内部の異論が強く延期された。連合執行部は２１日に中央執行委員会を開き、組織内で了解を取り付けることを決めた。
■揺らぐ連合の存在意義
　連合は６８０万人ほどの組合員を抱える日本最大の労働組合の中央組織だ。
　厚生労働省の労働政策審議会の労働側委員は連合が独占。政府の「働き方改革実現会議」（議長・安倍晋三首相）にも神津（こうづ）里季生（りきお）会長が労働側の代表として加わり、残業時間の罰則付き上限規制といった重要政策の決定に関わってきた。
　しかし、今や多くの働き手にとって労組は縁遠い存在だ。１９９０年代以降、企業が人件費を削るために非正社員の比率を高めてきたこともあり、６千万人ほどの国内の働き手に占める労組員の割合は２割を切っている。連合を「労働者の代表」とみなすには組織率の低迷は深刻だが、労働者全体の利益を政策に反映させるには、できるだけ多くの働く人の声を集約して代弁する存在が欠かせない。
　「労組に守られていない８割以上の労働者がいる。連合はそこに向かってどう力を発揮するのかが問われている」。神津会長も繰り返しそう発言してきた。
　今回のデモの呼びかけ人の一人は「議論の手続きを含めて、連合は労働者の代表としての自覚を持ってほしい。期待するからこそ、声を上げている」と話す。（贄川俊、土屋亮、村上晃一）
連合会長「丁寧に説明」　脱時間給制度で 
日経新聞2017/7/19 19:07
　連合は19日の幹部会合で、「脱時間給」（ホワイトカラー・エグゼンプション）を含む労働基準法改正案への対応を話し合った。改正案を巡る政府、経団連との修正合意に向けて21日の中央執行委員会で意見集約する方針を確認した。神津里季生会長は記者団に、組織内から反対意見が相次いでいることを踏まえ「丁寧にやりとりしたい。胸襟を開いて理解を図りたい」と述べた。
連合 労基法修正 丁寧に説明方針
NHK7月19日 15時42分
連合は１９日の三役会で、働いた時間ではなく成果で評価するとした労働基準法の改正案をめぐり、政府などとの修正合意を目指す執行部の方針に一部の労組が反対していることから、２１日の中央執行委員会で執行部の方針を説明し理解を求めていくことを確認しました。
働いた時間ではなく成果で評価するとして労働時間の規制から外す制度を盛り込んだ労働基準法の改正案をめぐって、連合執行部は年間１０４日以上の休日確保の義務化などの修正を行うことで、政府や経団連と合意することを目指しています。
しかし、傘下の一部労組から反対意見が出されたため、連合は１９日に予定にしていた政労使のトップ会談を延期し三役会で対応を協議しました。
この中で神津会長は「このままでは労働者の健康の確保が非常に弱いままになってしまうため修正を申し入れた。その趣旨をきっちり共有していくことが必要だ」と述べたのに対し、出席者からは組織内の手続きを丁寧に踏むよう求める意見が出されました。
そして三役会では、２１日の中央執行委員会で反対意見の根強い一部労組に対し、長時間労働に最低限の歯止めを掛けるためには修正が必要だとする執行部の方針を丁寧に説明し理解を求めていくことを確認しました。
神津会長は三役会のあと記者団に対し「丁寧にやり取りしていきたい。向かっている先は同じだと思っているので胸襟を開いて理解を図っていきたい」と述べました。
「はらわた煮えくり返る」＝東電会長発言に規制委員長
　原子力規制委員会の田中俊一委員長は１９日の定例記者会見で、東京電力の川村隆会長が福島第１原発の汚染水処理について「田中委員長と同じ考え」という趣旨の発言をしたことを挙げ、「私の名前を使って言うのは、はらわたが煮えくり返る」と怒りをあらわにした。
　川村会長は今月、一部メディアのインタビューで、トリチウムを含む汚染水の海洋放出に言及。東電はその後、「科学的、技術的見地に基づく現行の規制、基準に照らし問題ないという、田中委員長らの見解と同様」との趣旨であり、放出すると決めたわけではないと釈明していた。（時事通信2017/07/19-17:33）
「１票の格差」訴訟が結審＝１６年参院選、秋にも統一判断－最高裁


参院選「１票の格差」訴訟の最高裁弁論後に記者会見する升永英俊弁護士（前列左から２人目）ら＝１９日午後、東京・霞が関の司法記者クラブ
　「１票の格差」が最大３．０８倍だった昨年７月の参院選は違憲だとして、二つの弁護士グループが選挙無効を求めた１６件の訴訟の上告審は１９日、最高裁大法廷（裁判長・寺田逸郎長官）で結審した。判決期日は後日指定される。
　隣接する２県の選挙区を一つにする「合区」の初導入など国会の格差是正策に対する評価が争点。高裁段階では判断が分かれており、大法廷は秋にも言い渡す判決で、統一判断を示す見通し。
　同日午後の弁論で、升永英俊弁護士らのグループは「過去の最高裁判決が格差の原因と指摘した都道府県単位の選挙制度は残ったままで、違憲状態は解消されていない」と主張。被告の選挙管理委員会側は「国会の裁量権に逸脱や乱用はない」などと反論した。
　訴訟は全国１４の高裁・支部で起こされ、「違憲状態」１０件、「合憲」６件で、「違憲」はなかった。（時事通信2017/07/19-16:11）
最高裁、秋にも統一判断＝１６年参院選「１票の格差」


　「１票の格差」が最大３．０８倍だった昨年７月の参院選は違憲だとして、二つの弁護士グループが選挙無効を求めた１６件の訴訟で、当事者双方の意見を聞く上告審弁論が１９日、最高裁大法廷（裁判長・寺田逸郎長官）で開かれた。高裁段階で判断が分かれており、大法廷は秋にも言い渡す判決で、統一判断を示す見通し。
参院２１選挙区で２倍超＝衆院はゼロ－１票の格差
　昨年の参院選では、都道府県単位だった選挙区を改め、隣接する２県の選挙区を一つにする「合区」が「鳥取・島根」と「徳島・高知」で初めて導入された。その上で議員定数の１０増１０減を行い、格差は最高裁が「違憲状態」とした２０１３年の前回選挙（最大４．７７倍）よりも縮小した。
　午前中の弁論で、山口邦明弁護士らのグループは「違憲状態は解消されておらず不完全な改革だ」と指摘し、違憲判決を出すべきだと訴えた。
　これに対し、被告の選挙管理委員会側は「国会の裁量権に逸脱や乱用はなく、違憲でも違憲状態でもない」と反論した。
　訴訟は、格差是正に向けた国会の取り組みをどう評価するかが争点となっている。高裁段階では、「違憲状態」が１０件、「合憲」が６件と判断され、「違憲」はなかった。（時事通信2017/07/19-12:04） 
GPS捜査証拠を一部排除で有罪　地裁立川支部

共同通信2017/7/19 19:24

　警視庁が裁判所の令状を取得せずに衛星利用測位システム（GPS）を使い捜査した自動車盗事件で、窃盗罪に問われた神奈川県の無職の男（42）ら2人に、東京地裁立川支部は19日、GPS捜査と関連性が高い一部の証拠を違法として排除した上で、それぞれ懲役4年（いずれも求刑懲役5年）の判決を言い渡した。

　宮本孝文裁判長は今回のGPS捜査を「プライバシーを大きく侵害する」と指摘。警察官らが実施を隠したことなどに触れ「令状主義の精神を無視し、違法の程度は重大」とした。

　その上で、GPS使用と関連性が低い証拠に基づいて有罪と認定し、弁護側の無罪主張を退けた。

千島の占守島で日本人慰霊祭　12年ぶり、民間団体主催

共同通信2017/7/19 13:03
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日本、千島列島、シュムシュ島（占守島）など

　【シュムシュ島共同】太平洋戦争末期の日本降伏後、ソ連軍と日本軍守備隊が激戦を交わした千島列島北東端シュムシュ島（占守島、現ロシア領）で19日、日本人による慰霊祭が開かれた。札幌市の民間団体が主催し、戦った兵士の遺族を含む約20人が参加。野原に祭壇を設けて花を供えた。

　厚生労働省によると、占守島での日本人慰霊祭は2005年以来約12年ぶり。これまで政府主催で行われ、民間団体が主催するのは異例という。一行は19日、ロシア極東カムチャツカ半島からヘリコプターで同島に上陸。激戦地の四嶺山を訪れた。

朝日新聞社の森友・加計スクープにＪＣＪ大賞
朝日新聞デジタル2017年7月20日05時13分
　日本ジャーナリスト会議（ＪＣＪ）は１９日、優れたジャーナリズム活動や作品に贈る今年のＪＣＪ賞を発表し、大賞に朝日新聞社の「『森友学園』への国有地売却と『加計学園』獣医学部新設問題を巡るスクープと一連の報道」を選んだ。
　選考理由で「国政を揺るがす両問題を最初に報じた後、関連各省の記録文書の存在などを報道し続けた」「民主主義の原則を掘り崩そうとした問題の取材・調査報道の積み重ねの価値は大きく、メディアの存在感・信頼を高めた」と評価。安倍晋三首相夫妻の関与への疑惑が、両問題に共通しているとも指摘した。
　朝日新聞は２月９日付朝刊で、財務省近畿財務局が学校法人「森友学園」への国有地の売却価格を非公表とし、その金額が近隣国有地の１０分の１である１億３４００万円だったことを調査報道で掘り起こした。また５月１７日付朝刊で、首相の友人が理事長を務める学校法人「加計学園」による獣医学部新設計画で、文部科学省が、内閣府から「総理のご意向」と言われたとする記録文書を作成していたとスクープした。
　ＪＣＪは新聞や放送、出版など各分野のジャーナリストから成る統一組織。ＪＣＪ賞の発表は今回で６０回目を迎えた。その他の受賞は次の通り。
　ＪＣＪ賞＝創元社「『日米合同委員会』の研究　謎の権力構造の正体に迫る」（吉田敏浩氏著）▽沖縄タイムス社「高江・辺野古　新基地強行を問う報道」▽北日本新聞社「政務活動費不正のスクープと地方議会改革の一連のキャンペーン」▽チューリップテレビ「富山市議会における政務活動費の不正を明らかにした調査報道」
産経新聞2017.7.19 11:43更新 
豊田真由子氏に“新暴言”発覚　元秘書に「埼玉にいられなくしてやる」　永田町秘書たちに聞く

衆院予算委員会で、平成２９年度予算案の集中審議について質問に立つ自民党の豊田真由子氏＝２月１７日午前、国会・衆院第１委員室（斎藤良雄撮影）
　自民党に離党届を提出した豊田真由子衆院議員＝埼玉・４区＝の政策秘書を務めていた５０代男性が、豊田氏から暴行を受けたとする被害届を埼玉県警に出し、県警が受理した。前代未聞の事態に、永田町の秘書たちは、どんな反応をしているのか。ジャーナリストの安積明子氏が緊急取材した。（夕刊フジ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇
　「このハゲーーーっ！」「ちーがーう（違う）だーろーーーっ！」
　劣悪極まる暴言を秘書に浴びせた豊田氏。約１００人の秘書が辞めたと報じられている。被害届を出した男性以外に、どんなケースがあったのか。情報通の女性秘書は次のように語った。
　「豊田氏は、誰よりも上でいなければ気がすまなかったようで、極めて有能な男性秘書に対し、『あんた、私よりも頭がいいと思ってんの？』と牽制（けんせい）したそうです。男性秘書が『ええ、まぁ…』と曖昧に返事したら、豊田氏は激高したそうです」
　桜蔭中・高から、東大法学部を卒業し、米ハーバード大学大学院修了した豊田氏だけに、「異常な自己愛」があるのか。女性秘書は続けた。
　「豊田氏が外出して夜になり、いつ帰ってくるか分からなくても、秘書は事務所で待機していなければ許されなかった。事務所を辞めるとき、豊田氏に『埼玉にいられなくしてやる！』と言われた秘書もいたようです。もっとも、その秘書は埼玉在住ではなかったのですが…」
　一方で、自民党幹部のベテラン秘書は「いまだに信じられない」といい、語った。
　「事務所にあいさつに来たとき、豊田氏はものすごく礼儀正しかった。向こうがあまりに長く頭を下げていたので、こちらは、もう一度頭を下げ直したくらいです」
　自分よりも立場の弱い者には横柄だが、党幹部の関係者にはひたすら気使うのが本性らしい。
　ところで、豊田氏以外にも“問題議員”はいるのか。
　「秘書と大ゲンカして、議員室に設置されている緊急用アラームを鳴らし、衛視を出動させる騒動を起こした議員がいた」
　「東日本大震災の復興財源を確保するために議員歳費が削減されたとき、無理やり公設秘書の給与の一部を巻き上げようとした議員がいた」
　ともかく、豊田氏のような政治家が二度と誕生しないことを祈りたい。
中日/東京新聞／2017/7/19 8:00

社説　内閣支持率続落／信頼が揺らぐ深刻さ

　安倍内閣の支持率が続落し、第二次内閣発足後、最低となった。支持と不支持が逆転し、首相への不信感も高まっている。政権にとってより深刻な状況にあることを、自覚すべきであろう。
　内閣支持率が５０％台から４０％台に急落した前回六月の調査から、さらに落ち込んだ。
　共同通信社が十五、十六両日に実施した全国電話世論調査によると、内閣支持率は六月より９・１ポイント減の３５・８％と、二〇一二年の第二次安倍内閣発足後、最低となった。不支持率は１０・０ポイント増え、最も高い５３・１％。支持と不支持も逆転した。
　七月二日の東京都議選で、自民党は過去最低の二十三議席にとどまる歴史的大敗を喫した。この選挙で示された民意の動向は、東京だけにとどまらないことを、今回の世論調査は示している。
　「森友」「加計」両学校法人をめぐる問題や「共謀罪」の趣旨を含む改正組織犯罪処罰法成立をめぐる強引な国会運営で、内閣支持率はすでに下落傾向にあった。
　これに、稲田朋美防衛相の東京都議選での問題発言や、豊田真由子衆院議員（自民党に離党届）の秘書に対する暴言・暴行が追い打ちをかけたのだろうが、首相が学校法人をめぐる問題で「真摯（しんし）に説明責任を果たす」と話しながら、国会での説明を当初拒んだことも影響しているのは否定しがたい。
　それは不支持理由で最も多い答えが「首相が信頼できない」で、前回より１０ポイント近く増え、第二次内閣以降最高の５１・６％に達していることからもうかがえる。
　内閣不支持が政策ではなく、首相への信頼感の欠如が要因であることは、政権にはより深刻だ。
　首相としては二十四日にも開く国会での集中審議で、学校法人をめぐる問題について説明するとともに、八月三日にも予定される内閣改造で人心を一新し、信頼回復の緒に就きたい考えなのだろう。
　しかし、自己保身のための通り一辺倒の説明や、首相に近い人たちを優遇する組閣では、国民の理解は得られまい。
　内閣支持理由で最も多いのは「他に適当な人がいない」で４０％に迫る。これは都議選のように受け皿さえあれば、政権や自民党への批判票が集約できることを意味する。
　民意を問う国政選挙は、補選以外に近く予定されていないとしても、理念や政策を軸とした、安倍政権に代わる政権の選択肢を準備しておく必要はあろう。与野党双方に対し、奮起を促したい。

朝日新聞／2017/7/20 6:00

社説　稲田防衛相／首相はまだかばうのか

　防衛省・自衛隊のみならず、安倍政権全体の信頼性が問われる事態である。
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊部隊の日報が、「廃棄した」とされた後も陸自内で保管されていた問題で、対応を協議した２月の幹部会議に稲田防衛相が出席していたことがわかった。
　稲田氏は「隠蔽（いんぺい）を了承したとか、非公表を了承したとかいう事実は全くありません」と述べたが、複数の政府関係者が稲田氏の出席を認めている。
　この問題で組織的な隠蔽があった疑いはかねて指摘されてきた。稲田氏は３月、報道で陸自に日報が保管されていた事実が判明した後に、報告を受けていたかどうかを国会で民進党議員に問われ、「報告はされなかった」と答弁している。
　その稲田氏が幹部会議に出席し、報告を受けていたとすれば、防衛省トップとして公表を指示せず、さらには国会で虚偽答弁をしていた疑いが極めて濃くなる。
　稲田氏は、直轄の防衛監察本部に特別防衛監察の実施を指示したとして、国会での野党の質問に対して具体的な説明を拒んできた。だが監察結果は今なお公表されていない。
　そもそも特別防衛監察の対象に防衛相ら政務三役は含まれていない。そこに稲田氏自身の関与が疑われる事態となれば、もはや防衛省内での解明には限界があると言わざるをえない。
　やはり国会での真相究明が不可欠である。
　来週、衆参の予算委員会の閉会中審査が予定されているが、加計学園や森友学園の問題など論点は山積みである。野党が憲法５３条に基づき要求している臨時国会をすみやかに召集するよう、安倍内閣に強く求める。
　稲田氏はこれまでも東京都議選の応援演説で「防衛省、自衛隊、防衛大臣、自民党としてもお願いしたい」と呼びかけるなど、防衛相として不適格な言動を重ねてきた。なのに今も防衛相を続けているのは、任命権者の安倍首相が政治的主張の近い稲田氏をかばってきたからだ。
　今回の事態を受けても、菅官房長官は「今後とも誠実に職務にあたっていただきたい」と稲田氏を続投させる意向だ。
　だが現状をみれば、実力組織である自衛隊への文民統制が機能しているとは到底言えない。この異常事態はただちに収拾する必要がある。
　来月の内閣改造で稲田氏を交代させればいい。首相がもしそう考えているなら、甘すぎる。

毎日新聞／2017/7/20 4:00

社説　稲田防衛相と陸自日報問題／関与の有無を明確にせよ

　稲田朋美防衛相をめぐって、また新たな疑惑が浮上した。 
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）で陸上自衛隊の部隊が作成した日報を「廃棄した」としながら陸自内に保管されていた問題である。 
　稲田氏が防衛省・自衛隊幹部と協議し、保管の事実を非公表とする幹部の方針を了承していたという。 
　稲田氏は否定しているが重大な問題だ。防衛省が近く公表する特別防衛監察の報告で全容を解明し、稲田氏の関与の有無を明確にすべきだ。 
　防衛省は昨年１２月、日報の情報公開請求に対し「陸自は廃棄済み」と不開示を決めた。その後、ＰＫＯを統括する統合幕僚監部から電子データが見つかり今年２月に公開したが、３月に陸自での隠蔽（いんぺい）が報道され監察が始まった、というのが経緯だ。 
　日報には、首都ジュバで昨年７月に起きた大規模戦闘の状況が「戦闘」の表現を使って記されている。 
　もともと陸自のデータは今年１月に保管が確認されたが、その事実は隠され、データは消去された。 
　公表すべき情報を統幕の防衛官僚が「今更あったとは言えない」と述べたという。都合の悪いことは隠蔽し証拠を消す。情報公開の精神をないがしろにした対応だ。 
　問題は、一連の対応に稲田氏がどこまで関わっていたかだろう。 
　本来なら政治的な指導力で明らかにすべきだったが、もし非公開を黙認したり、了承したりしていたなら、肝心なところで指導力を示せなかっただけにとどまらない。 
　発覚後の国会答弁で稲田氏は「報告はされなかった」と述べた。この答弁が虚偽だった疑いも出てくる。 
　稲田氏は森友学園との関わりを否定した「虚偽答弁」で信頼性を低下させた。不信感は増幅しよう。 
　今回の疑惑を否定するのであれば稲田氏はいつ、どうやって知り、どう対応したかを明らかにし、自身の責任をはっきりさせる必要がある。 
　幹部たちは「記憶にない」と事実関係を否定するが、当時は日報問題で連日打ち合わせしていたという。 
　非公表としたのは隊員個人の収集資料で公文書ではないと判断したためというが、線引きは恣意（しい）的だ。 
　むしろなぜ防衛省・自衛隊は積極的に公表しようとしなかったか。その理由を聞きたい。
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主張　南北対話／再開は日米韓の結束乱す

　韓国の文在寅大統領が北朝鮮に対し、南北軍事会談と赤十字会談の開催を提案した。
　軍事境界線付近での敵対的行為禁止などを呼びかけるものだが、北朝鮮が大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）の発射実験を強行する中、無条件で対話を再開しようとするのは理解に苦しむ。
　文氏の不用意な行動は、北朝鮮の核・ミサイル開発を阻止するために圧力を強化してきた日米韓の結束にほころびを生じさせる。それがいかなる危機をもたらすかを考えてもらいたい。
　今月６日、ドイツ・ハンブルクでの日米韓首脳会談では、安倍晋三首相とトランプ米大統領との間で、３カ国が連携し、北朝鮮に「最大限の圧力」を加えることで一致したばかりである。
　文氏の提案について、スパイサー米大統領報道官はトランプ氏が掲げる対話再開の条件とは「明らかに大きな隔たりがある」と否定的見解を示した。当然である。
　文氏は、トランプ氏が６月末の米韓首脳会談の際、「適切な条件下であれば北朝鮮と対話を始めることができる」として、南北対話の模索に理解を示したと強調していた。
　だが、「適切な条件下」とは核・ミサイル開発の放棄や、これに向けた具体的な行動を指す。ＩＣＢＭ実験の強行は、今がその時期ではないことを明白にした。
　国際社会は、日米韓の主導のもと、北朝鮮が原油・石油製品の９割を依存する中国に対し、厳しい制裁の実施を迫っている。これに対し、北朝鮮の崩壊を望まない中国は経済制裁ではなく、対話による問題解決を主張してきた。
　中国外務省の報道官は１７日の会見で、「朝鮮半島の南北双方が対話によって関係を改善し、協力を推進することは半島の緊張緩和に役立つ」として、文氏の提案を歓迎した。
　南北対話の呼びかけは、中国の立場に歩み寄ることでもある。それは、中国への国際社会の圧力が弱まることを意味する。
　仮に南北会談が再開するとしても、北朝鮮は制裁の解除と米韓合同軍事演習の中止などを求めるだろう。米国はもとより日本としても、受け入れられない。会談は行き詰まるしかあるまい。
　対話の再開は、核・ミサイル開発のための時間をさらに北朝鮮に提供するだけである。
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